
※ 下線部分は拡充内容

2019年
当初

2019
補正

2020年
当初

地方創生推進交付金
第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略の初年度における地方創生のより一層の推進に向
け、地方版総合戦略に位置付けられた地方公共団体の自主的・主体的で先導的な取組を、複
数年度にわたり安定的かつ継続的に支援

1,000.0 － 1,000.0 内閣府地方創生推進事務局

地方創生拠点整備交付金
地域経済の活性化という喫緊の課題に対応するため、地域の観光振興や住民所得の向上等の
基盤となる先導的な施設整備等を支援する。

－ 600.0 内閣府地方創生推進事務局

特定地域づくり事業推進
交付金

人口急減地域特定地域づくり推進法に基づく特定地域づくり事業協同組合が、域内外の若者
等を雇用し、組合員である事業者の事業に従事する機会を提供することにより、地域づくり
人材のベースキャンプとして機能するよう、交付金により支援する。

－ － 5.0
内閣府地方創生推進事務局
総務省自治行政局地域振興
室

過疎地域等集落ネット
ワーク圏形成支援事業

基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまとまりとする「集落ネットワーク圏」（小さ
な拠点）において、「くらし」を支える多様な主体の包摂・連携による生活支援の取組や
「なりわい」を創出する活動を支援する。

4.0 4.0
総務省地域力創造グループ
過疎対策室

農山漁村振興交付金
地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農
山漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつける取組を総合的に支援

98.1 98.1

農林水産省農村振興局農村
政策部農村計画課、地域振
興課、都市農村交流課
整備部地域整備課

「小さな拠点」を核とし
た「ふるさと集落生活
圏」形成推進事業

人口減少・高齢化が進む中山間地域等において、基幹集落に複数の生活サービスや地域活動
の場を集めた「小さな拠点」を核とし、周辺集落とのアクセス手段を確保した「ふるさと集
落生活圏」の形成を推進し、集落の再生・活性化を図るため、「小さな拠点」の形成に資す
る事業に対して支援する。

1.15 － 0.60
国土交通省国土政策局地方
振興課

物流総合効率化法を活用
した共同輸配送等への支
援事業

物流分野の労働力不足への対応を強力に推進し、流通業務の省力化を図るため、総合効率化
計画の策定のための調査事業及び認定を受けた総合効率化計画に基づく共同輸配送等を支援

0.37 1.00 0.19
国土交通省総合政策局物流
政策課

小さな拠点・地域運営組織の形成に関する関係府省庁の主な支援制度一覧及び概要

担当府省事業名 事業内容等

○小さな拠点・地域運営組織の形成に活用可能な財政支援制度等

予算額（億円）
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2019年
当初

2019
補正

2020年
当初

地域公共交通確保維持改
善事業

過疎地域等におけるデマンドタクシー、コミュニティバス等の運行費、車両の更新費等を支
援

219.6
の内数

－
203.9
の内数

国土交通省総合政策局地域
交通課

生活支援体制整備事業
介護保険制度の地域支援事業において、市町村が主体となり、生活支援コーディネーター
（地域支え合い推進員）の配置や協議体の設置等により、地域における生活支援の担い手や
サービスの開発等を行い、高齢者の社会参加及び生活支援の充実を推進する。

267.0
の内数

267.0
の内数

厚生労働省老健局振興課

災害時に備えた地域にお
けるエネルギー供給拠点
の整備事業費

災害時の石油製品の安定供給体制を構築するため、自家発電設備を備え、災害時に地域住民
の燃料供給拠点となる「住民拠点SS」の整備等を支援する。

120.3
の内数

30.3
の内数

経済産業省資源エネルギー
庁資源・燃料部石油流通課

次世代燃料供給体制構築
支援事業費

過疎化・人手不足などの構造変化へ対応し、地域の燃料供給拠点の効率的運営・次世代化を
図るため、保安規制の見直しも視野に入れて、新たな燃料供給体制の確立に向けた技術開発
や安全性・事業性の実証を行う。また、ＳＳ過疎地等の地域における地域一体となった燃料
供給拠点確保に向けた取組等を支援する。

5.0 6.0
経済産業省資源エネルギー
庁資源・燃料部石油流通課

438.2
の内数

担当府省事業名 事業内容等
予算額（億円）

487
の内数

地域共生社会の実現に向
けた包括的支援体制構築
事業

厚生労働省社会・援護局地
域福祉課

地域住民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備、地域住民に相談を包括的に受け止
める場の整備等により、市町村における地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応す
る包括的な支援体制を構築するための支援を実施
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2019年
当初

2019
補正

2020年
当初

地域の防災・減災と低炭
素化を同時実現する自
立・分散型エネルギー設
備等導入推進事業

地域防災計画又は地方公共団体との協定により災害時に避難施設等として位置付けられた公
共施設又は民間施設に、平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエネルギー供給等
の機能発揮が可能となり、災害時の事業継続性の向上に寄与する再生可能エネルギー設備等
に対して支援を行う。

34.0 116.0
環境省大臣官房環境計画課
地球環境局地球温暖化対策
課地球温暖化対策事業室

郵便局活性化推進事業
あまねく全国に存在する郵便局と地方自治体等との連携により、地域の諸課題解決や利用者
利便の向上を推進するための実証を行い、モデル事業として全国に普及展開する。

0.2 － 0.2
総務省情報流通行政局郵政
行政部企画課

措置名 担当府省

地方財政措置 総務省

過疎対策事業債 総務省
過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）による過疎地域の市町村が、過疎地域自立促進市町村計画に基づいて行う事業の財
源として特別に発行が認められた地方債であり、地域医療の確保、住民に身近な生活交通の確保、集落の維持及び活性化などの住民の安
全・安心な暮らしの確保を図るためのソフト事業にも活用可能。

地域運営組織の運営や形成の支援、住民同士の支え合いによる高齢者支援の取組及び地域運営組織の運営体制強化に関する収益事業の起
業等に係る経費について、地方交付税措置を講じる。

○その他の財政制度

事業名 事業内容等 担当府省

概要

予算額（億円）
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※ 下線部分は拡充内容

事項名 担当府省

小さな拠点の形成に資す
る事業を行う株式会社に
対する特例措置

内閣府地方創生推進事務局

制度名 担当

地域活性化伝道師 内閣府

地域おこし協力隊 総務省

集落支援員 総務省

外部専門家招へい事業 総務省

全国地域づくり人財塾 総務省

生活支援コーディネー
ター

厚生労働省

地域再生マネージャー事
業

（一財）地域総合整備財団

地方公共団体が策定する地域再生計画に基づき、中山間地域等における雇用創出や生活サービス（小さな拠点形成事業）を行う株式会社
に対し、個人が出資した場合の所得税の特例措置。

市区町村が地域再生に取り組もうとする際の課題への対応について、その課題解決に必要な知識、ノウハウ等を有する地域再生マネー
ジャー等の外部の専門的人材を活用できるよう必要な経費の一部を支援する。

生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク
化を行う。

地域活性化においては、様々な知識・経験を持った人がそれぞれの知識・経験とアイデアを活かしながら活動に取り組み、地域で様々な
活動が展開されることが求められているため、そのような状況を生み出すために必要となる、地域づくり活動を自らの手で企画し実践で
きる人材＝「地域づくり人」を育成するための講座や塾を開催。

地域独自の魅力や価値の向上に取り組むことで、地域力を高めようとする市町村が、地域活性化の取組に関する知見やノウハウを有する
外部専門家を招へいし、指導・助言を受けながら取組を行う場合の外部専門家に関する情報提供及び招へいに必要な経費について特別交
付税措置を講じる。

集落の実情に詳しく、集落対策の推進に関してノウハウ・知見を有した人材が、市町村職員と連携し、集落の巡回、状況把握等に従事す
る取組に対して特別交付税措置を講じる。

都市地域から過疎地域等に移住して、一定期間（概ね１年以上３年以下）、地場産品の開発や農林水産業への従事等の地域協力活動を行
い、その地域への定住・定着を図る取組に対して、地方財政措置を講じる。

地域活性化に向け意欲的な取組を行おうとする地域に対して、地域興しのスペシャリスト(地域活性化伝道師)を紹介し指導・助言などを
行う。

○その他の支援制度

概要

○小さな拠点の形成に活用可能な税制措置（令和２年度税制大綱）

要望内容
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国

交付金（１/２）
都道府県
市町村

【対象事業】

①先駆性のある取組及び先駆的・優良事例の横展開

・官民協働、地域間連携、政策間連携、事業推進主体の形成、
中核的人材の確保・育成
例）しごと創生、観光振興、地域商社、スポーツ・健康まちづくり、

生涯活躍のまち、働き方改革、小さな拠点、商店街活性化 等

②わくわく地方生活実現政策パッケージ（移住・起業・就業支援）

・東京圏からのＵＩＪターンの促進及び地方の担い手不足対策

例）地域の中核的存在である中小企業等への就業に伴う移住、

地域における社会的課題の解決に取り組む起業、

現在職に就いていない女性、高齢者等の新規就業支援 等

【手続き】

○地方公共団体は、対象事業に係る地域再生計画（概ね５年程度）を

作成し、内閣総理大臣が認定します。

○第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の初年度にお

ける地方創生のより一層の推進に向けた取組を支援します。

①地方版総合戦略に基づく、地方公共団体の自主的・主体

的で先導的な事業を支援

②ＫＰＩの設定とＰＤＣＡサイクルを組み込み、従来の

「縦割り」事業を超えた取組を支援

③地域再生法に基づく法律補助の交付金とし、安定的な制

度・運用を確保

※本交付金のうち50億円については、地方大学・産業創生法に基づ

く交付金として執行

地方創生推進交付金（内閣府地方創生推進事務局）

令和２年度予算額 １,０００億円

（令和元年度予算額 １,０００億円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

資金の流れ

①Society5.0を推進するための全国的なモデルとなる取組を支援す

るSociety5.0タイプの新設（交付上限額(国費)3.0億円、申請上

限件数の枠外）

②複数年度にわたる施設整備事業の円滑化（本交付金のうち30億円

を地方創生拠点整備交付金として措置）

③移住支援事業の要件緩和（対象者・対象企業の拡大）

令和２年度からの主な運用改善

具体的な
「成果目標（ＫＰＩ）」

の設定

「ＰＤＣＡ
サイクル」
の確立

（１/２の地方負担については、地方財政措置を講じます）

交付上限額（国費） 申請上限件数

都道府県 先駆3.0億円 横展開1.0億円 原則９事業（うち広域連携３事業）

中枢中核都市 先駆2.5億円 横展開0.85億円 原則７事業（うち広域連携２事業）

市町村 先駆2.0億円 横展開0.7億円 原則５事業（うち広域連携１事業）
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対象地域：人口急減地域（過疎法に基づく過疎地域及び過疎地域と同程度の人口減少が生じている地域）

対象団体：中小企業等協同組合法に基づく事業協同組合

対象事業：マルチワーカー（季節毎の労働需要等に応じて複数の事業者の事業に従事）の派遣等

認定手続：事業協同組合の申請に基づき、都道府県知事が認定（10年更新制）

特例措置：労働者派遣法に基づく労働者派遣事業（無期雇用職員に限る）を許可ではなく、届出で実施することが可能

財政支援：組合運営費の１／２を市町村が財政支援（市町村負担の１／２を国庫補助）

根拠法 ：地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律＜令和２年６月４日施行＞

制度
概要

特定地域づくり事業協同組合制度の概要

地域外の
若者等

地域内の
若者等

地域づくり人材

特定地域づくり事業協同組合
＝ 地域づくり人材のベースキャンプ

都道府県

認定

出資
賦課金負担

人口急減地域

給与支給

所得の安定
社会保障の確保

料金組合員の事業に従事

特定地域づくり事業

地
域
内
の

事
業
者

食

品

加

工

業

者

製

材

業

者

介

護

業

者

運

送

業

者

小

売

業

者

… …

観

光

協

会

商
店
街
振
興

組

合

…

農

業

者

林

業

者

…

漁

業

者

機

械

製

造

業

者

一次産業
(農林漁業)

三次産業
(サービス産業)

二次産業
(製造業等) その他

財政
支援

・事業者単位で見ると年間を通じた仕事がない

・安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保できない

⇒人口流出の要因、UIJターンの障害

人口急減地域の課題

・地域全体の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創出

・組合で職員を雇用し事業者に派遣（安定的な雇用環境、一定の給与水準を確保）

⇒地域の担い手を確保

特定地域づくり事業協同組合制度

○組合運営費の１／２を市町村が助成

○市町村助成の１／２に国交付金

※市町村負担分のうち、１／２に特別交付税措置

○国交付金の対象経費は、①派遣職員人件費、②事務局運営費

・対象経費の上限額 派遣職員人件費 ４００万円／年・人

事務局運営費 ６００万円／年

○令和２年度国予算 ５億円

市町村

派遣職員６名 運営費２，４００万円／年

＜１組合当たりの財政支援のイメージ＞

１／２
利用料金収入１，２００万円

１／２
市町村助成１，２００万円

うち、 国交付金６００万円
市町村負担分６００万円

うち、特別交付税措置
３００万円 6



集落ネットワーク圏の推進
（まち・ひと・しごと創生総合戦略：「小さな拠点」の形成関連）

○過疎地域等においては、小規模化･高齢化により集落機能が低下し、生活の維持が困難な集落が増加。

○ 個々の集落では様々な課題の解決が困難なケースもあることから、より広い範囲で、基幹集落を中心に複数集落で

「集落ネットワーク圏」を形成し、集落を活性化する取組が必要。

過疎地域等自立活性化推進交付金
過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

※範囲は、新旧小学校区、旧町村等を想定

集落ネットワーク圏のイメージ

役場所在地域

・役場・病院・商店街

・事業所 ・駅

B集落

A集落

C集落

D集落

基幹集落

（地域内外）

基幹集落を中心に周辺の複数集落をひとつのまと
まりとして集落機能を確保することにより、持続可能
な暮らしを実現

（１）対象地域 過疎地域をはじめとした条件不利地域

（２）事業主体 集落ネットワーク圏を支える中心的な組織

（地域運営組織等（郵便局含む））

※交付金の申請は市町村が実施

（３）交付額 １事業当たり 2,000万円以内

（４）令和２年度予算案 4.0億円（令和元年度予算額 4.0億円）

（５）対象事業 活性化プランに基づく集落機能の維持・活性化に資する

取組（Society5.0時代の技術を活用して、過疎地域等の

集落の維持・活性化に資する取組を重点的に支援）

地域運営組織等

○ 高齢者サロンの開設

○ 買物機能の確保

○ デマンドバス・タクシーの運行

○ 伝統芸能や文化の伝承

○ 特産品の開発や６次産業化

○ 田舎暮らし体験 等

市町村

集落ネットワーク
圏計画の作成

地域運営組織の

形成支援・運営
支援

活性化プランの策定

サ
ポ
ー
ト

住民の合意形成

国

全国各地の
取組を横展開

過疎交付金に
よる支援

過疎交付金の対象は、活性化プランに基づく取組

サ
ポ
ー
ト

活性化プランに基づく取組

Ｒ２予算額 4.0億円

7



＜事業の全体像＞

農山漁村振興交付金 【令和２年度予算額 9,805（9,809）百万円】

＜対策のポイント＞
地域の創意工夫による活動の計画づくりから農業者等を含む地域住民の就業の場の確保、農山漁村における所得の向上や雇用の増大に結びつける取組

を取組の発展段階に応じて総合的に支援し、農林水産業に関わる地域のコミュニティの維持と農山漁村の活性化及び自立化を後押しします。

＜政策目標＞
○ 都市と農山漁村の交流人口の増加（1,450万人［令和２年度まで］）
○ 農村部の人口減の抑制（2,151万人を下回らない［令和７年度］）

＜事業の流れ＞

１ 農山漁村地域での取組への支援

① 地域活性化対策
地域活性化のための活動計画づくりと実証、就職氷河期世代を含む潜在的

就農希望者の発掘、優良事例や農業遺産の情報発信等を支援します。

② 中山間地農業推進対策
中山間地域での収益力向上に向けた取組やモデル構築等を支援します。

③ 山村活性化対策
振興山村での地域資源を用いた地域経済の活性化の取組を支援します。

④ 農泊推進対策
観光コンテンツ開発や滞在施設等の整備、国内外へのPR等を支援します。

⑤ 農福連携対策
障害者等の雇用・就労を通じた農業経営の発展に必要となる農業生産施
設の整備並びに障害者等の農業技術習得や専門人材育成等を支援します。

⑥ 農山漁村活性化整備対策
地方公共団体策定の活性化計画に基づき行う施設整備を支援します。

２ 都市部での取組への支援

① 都市農業機能発揮対策
都市部での農業体験等による交流を通じた都市住民と共生する農業経営の
実現を図る取組等を支援します。

国
定額、1/2等

地域協議会等 （１の①、③、④、⑤、２の①の事業）

国
農林漁業者の
組織する団体等地方公共団体

定額、1/2等交付

山村活性化
対策

都市農業
機能発揮対策

都市部でのマルシェの開催

地域活性化対策

地域住民による計画づくり

農村振興局農村計画課 （03-6744-2203）
〃 地域振興課 （03-6744-2498）
〃 都市農村交流課（03-3502-5946）
〃 地域整備課 （03-3501-0814）

（１の①の事業）
（１の②、③の事業）
（１の④、⑤、２の①の事業）
（１の⑥の事業）

[お問い合わせ先］

ソフト

ソフト

ソフト

都 市 部

コミュニティでの合意形成段階から実行段階までそれぞれの発展段階に応じた対策を実施

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
維
持

農
山
漁
村
の
活
性
化
、
自
立
化

（１の②、⑥の事業）

具
体
的
な
エ
リ
ア
（
中
山
間
地
域
な
ど
）

スタートアップ 取組の具体化・実行 ハードの充実

農産物直売施設

中山間地農業
推進対策

ソフト
高収益作物導入の実証

地域産品の加工・商品化

ソフト ハード

ソフト ハード

農泊推進対策

農福連携対策

人材育成研修

具
体
的
な
ツ
ー
ル
（
ヒ
ト
・
コ
ト
・
モ
ノ
）

農家民宿

農 村 部
情
報
発
信

交

流

就
農

移
住

農山漁村活性化
整備対策

ハード

+

集出荷･貯蔵･加工施設

ハウス

※下線部は拡充内容
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「小さな拠点」の形成推進

人口減少・少子高齢化が進む中山間地域などにおいて、生活圏の維持・再生を図るため、
複数の生活サービス機能や地域活動の場が集約され、周辺地域とのネットワークが確保さ
れたモデル的な「小さな拠点」の形成を支援。

○補助制度の概要

「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」形成推進事業

（集落活性化推進事業費補助金）

●対象地域：過疎、山村、半島、離島、豪雪の各法指定地域

（都市計画区域等の一定の地域を除く。）

●実施主体：市町村、ＮＰＯ法人等 （間接補助）

●補助率：１/２以内（市町村）、１/３以内（NPO法人等）

●対象事業

モデル的な小さな拠点の形成を図る観点から、一定規模以
上の集落圏等における生活機能の再編・集約するための既
存施設の改修等

「小さな拠点」：日常生活に必要な機能・サービスを集約・確保し、周辺
集落との間を交通ネットワークで結んだ地域の拠点

令和２年度予算額 ０．６億円

9



モーダルシフト等推進事業

トラック輸送から大量輸送機関である鉄道・船舶輸送への転換（モーダルシフト）等を、荷主・物流事業者を中心とする多様・広範
な関係者の連携のもとに推進する。

「モーダルシフト等推進事業」

モーダルシフト等の物流総合効率化法に基づく取り組みにおいて、協議会の開催等の事業計画
の策定に要する経費への支援を行う。またモーダルシフト及び幹線輸送の集約化について、初年
度の運行経費の一部に対する支援を行う。

支援対象となる取り組み
計画策定
経費補助

運行経費
補助

大量輸送機関への転換 モーダルシフト

補助率：定額
上限200万円

補助率：1/2以内
上限500万円

トラック輸送の効率化

幹線輸送の集約化

共同配送

対象外
その他のCO2排出量の
削減に資する取り組み

【単位：g-CO2 / トンキロ】

参考

内航船舶

鉄 道

0 100 200

232

20

38

営業用
貨物車

・ 計画策定経費の支援を通じ、大きな効果が期待できるが実現が容易ではない「多様・広範な関係者
による合意形成」を促進。

・ 計画実行開始後、2年間の実績を報告。
・ 物流の効率化を通じ、労働力不足対策等に貢献。

多様・広範な関係者の合意形成による取り組みのイメージ

○総合物流施策大綱（2017年度～2020年度）（平成29年7月閣議決定）（抜粋）

0

10

20

30

40

50

60

70
労
働
者
が
「
不
足
」
す
る
事
業
所
の
割
合

－
「
過
剰
」
な
事
業
所
の
割
合
（
％
）

＜常用労働者の過不足状況＞

調査産業計 運輸業,郵便業

出典：厚生労働省「労働経済動向調査」

③共同物流により積載等のムダをなくす・輸送モード間の連携・協働（モーダルシフト）で効率
的に輸送する
i. 複数の事業者が連携・協働して共同物流を実施することによって、積載率の向上、

倉庫や車両の稼働率の向上、コスト削減等を図り、物流効率化を推進するとともに、
ii. 道路ネットワークとの連携を高めつつ輸送効率に優れる鉄道又は船舶による輸送の

活用を促進する（略）。

○モーダルシフトに関する指標（総合物流施策推進プログラム（平成30年1月）（抜粋）

①鉄道による貨物輸送トンキロ 【2016年度 197億トンキロ → 2020年度 221億トンキロ】
②内航海運による貨物輸送トンキロ 【2015年度 340億トンキロ → 2020年度 367億トンキロ】

出典：総務省「労働力調査」（2018年）

○労働力不足の深刻化

○輸送量当たりの二酸化炭素の排出量（2017年度）

トラック輸送に比べ、船舶輸送は約
6分の1、鉄道輸送は約12分の1の
CO2排出量

＜トラック業界の年齢構成＞

令和２年度予算額：19百万円

貨客混載

15～19歳

1%

20～29歳

8%
30～39歳

18%

40～49歳

31%

50～59歳

25%

60歳以上

17%

50歳以上が
約4割
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＜支援の内容＞
○ 地域における一層の連携・協働とイノベーションに向けた取組の促進を図るための新たな法定計画の策定に資する調査等

＜支援の内容＞

○ 高齢化が進む過疎地域等の足を確保するための幹線バス交通や地域内交通の運行
・地域間交通ネットワークを形成する幹線バス交通の運行や車両購入、貨客混載の導入を支援

・過疎地域等において、コミュニティバス、デマンドタクシー、自家用有償旅客運送等の地域内交通の運行や
車両購入、貨客混載の導入を支援

○ 離島航路・航空路の運航
・離島住民の日常生活に不可欠な交通手段である離島航路・航空路の運航等を支援

地域公共交通確保維持事業
（地域の実情に応じた生活交通の確保維持）

＜支援の内容＞

○ 高齢者等の移動円滑化のためのノンステップバス、福祉タクシーの導入、
鉄道駅における内方線付点状ブロックの整備

○ 地域鉄道の安全性向上に資する設備の更新等

地域公共交通バリア解消促進等事業
（快適で安全な公共交通の実現）

地域公共交通確保維持改善事業の概要

※国の認定を受けた鉄道事業再構築実施計画、地域公共交通再編実施計画等に基づく事業（地域鉄道の上下分離、地方路線バスの利便性向上、運行効率
化等のためのバス路線の再編、デマンド型等の多様なサービスの導入等）について、まちづくりとも連携し、特例措置により支援

地域公共交通調査等事業
（地域公共交通ネットワーク形成に向けた計画策定等の後押し）

線
路
側

ホ
ー
ム
側

○ 地域におけるバリアフリー化の促進を図るための移動等円滑化促進方針・基本構想の策定に係る調査

※交通圏全体を見据えた持続可能な地域公共交通ネットワークの実現に向け、都道府県と複数市町村を含む協議会が主体となった協働による取組に対し、
計画の策定やバス等の運行への支援の特例措置により後押し（地域公共交通協働トライアル推進事業）

令和２年度予算額 ２０４億円
（令和元年度補正予算額４９億円
を加え、前年度比１．１５）

 地域の多様な主体の連携・協働による、地域の暮らしや産業に不可欠な交通サービスの確保・充実に向けた取組を支援

（上記取組を促進するための計画・支援制度等のあり方について、地域公共交通活性化再生法などの見直しを検討）
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住
民
に
身
近
な
圏
域

市
町
村
域
等

まちおこし、産業、

農林水産、土木、

防犯・防災、環境、

社会教育、交通、

都市計画

地域における他分野

「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりの強化のための取組の推進

（１）地域の様々な相談の受け止め・地域づくり
◆地域の様々な相談を包括的に受け止める場の確保
○ 地域住民ボランティア、地区社協、市区町村社協の地区担当、
NPO法人等

○ 地域包括支援センター、相談支援事業所、地域子育て支援拠
点、利用者支援事業等

相談支援包括化推進員

（２）多機関の協働による包括的支援・参加支援
◆多機関の協働による包括的支援
○ 複合化・複雑化した課題等に寄り添い的確に対応するため、各
制度ごとの相談支援機関の総合的なコーディネート等を行う相談
支援包括化推進員を配置し、チームとして包括的・総合的な相談
体制を構築

（３）包括的支援体制への移行に係る調査事業
・包括的支援体制への移行に向けた各市町村の状況に適した体制構築の検討

・相談の受け止め
・個別の活動や人のコーディネート・地域のプラットフォームづくり

断らない相談(地域の様々な相談を包括的に受け止める場の確保・多機関の協働による包括的支援)、参加支援、地域づくりの３つの機能を一体的に実施

◆地域づくり（個別分野の地域づくり関連の事業と連携し実施）
※ 自治体内の関係部局や現行の事業受託団体間での協議・調整を行い、
新たな事業計画を立てた上で事業を試行するといった立ち上げ的事業

（取組例）地域の多様な関係者によるプラットフォームの形成・運営

◆参加支援
○ 相談の中で明らかとなった既存の支援制度ではカバーされないニーズに対し、
就労支援、居住支援等を実施

地区社協

ボランティア、学校、ＰＴＡ、老人クラブ、子ども会

企業、商店ご近所、自治会

民生委員・児童委員

社会福祉法人、ＮＰＯ

地域の多様な関係者によるプラットフォーム

実施主体：市町村（200→250か所）
補助率：３／４

令和２年度予算額：487億円の内数
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○ 地域包括ケア実現に向けた、充実・強化の取組を地域支援事業の枠組みを活用し、市町村が推進。

○ あわせて要支援者に対するサービスの提供の方法を給付から事業へ見直し、サービスの多様化を図る。

○ これらを市町村が中心となって総合的に取り組むことで地域で高齢者を支える社会が実現。

※「医療・介護連携強化」「認知症施策の推進」「生活支援体制整備」に係る事業については、地域包括支援センター以外の実施主体に事業を委託

することも可能

以下の取組について、必要な財源を確保し、市町村の取組を支援する。

地域の医療・介護関係者

による会議の開催、在宅

医療・介護関係者の研修

等を行い、在宅医療と介

護サービスを一体的に提

供する体制の構築を推進

初期集中支援チームの関与

による認知症の早期診断・早

期対応や地域支援推進員に

よる相談対応のほか、社会

参加活動の体制整備や認知

症本人・家族の支援ニーズ

に応える認知症サポーター

の活動（チームオレンジ）等

を推進

生活支援コーディネーター

の配置や協議体の設置の

ほか、就労的活動をコー

ディネートする人材の配置

等により、地域における生

活支援の担い手やサービ

スの開発等を行い、高齢者

の社会参加及び生活支援

の充実を推進

市町村による在宅医療・介護連携、認知症施策など地域支援事業の充実
令和２年度予算 ２６７億円（公費：５３４億円）

在宅医療・介護連携 認知症施策

地域包括支援センター等

において、多職種協働によ

る個別事例の検討等を行

い、地域のネットワーク構

築、ケアマネジメント支援、

地域課題の把握等を推進

地域ケア会議 生活支援の充実・強化

※ 上記の地域支援事業（包括的支援事業）の負担割合は、国38.5％、都道府県19.25％、市町村19.25％、１号保険料23％
13



災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備事業費
令和2年度予算額 30.3億円（120.3億円）

うち臨時・特別の措置25.3億円（115.3億円）

事業の内容 事業イメージ

事業目的・概要

 災害時には、住民生活や復旧活動を支えるガソリン・軽油等の燃料供給拠点と

なるサービスステーション（SS）の機能を確保することが重要になります。こうした

状況を踏まえ、SSの災害対応能力を更に強化するため、以下の事業を実施します。

成果目標

 令和2年度末までに、自家発電設備を備えたSSを約17,000箇所整備するなど、

SSの災害対応能力の更なる強化を目指します。

資源エネルギー庁 資源・燃料部
石油流通課 03-3501-1320

（１）災害時に燃料供給拠点となる「住民拠点SS」の整備の推進

自家発電設備を備え、災害時に地域住民の燃料供給拠点となる「住民拠点
SS」の整備を推進するため、SSの災害対応能力の維持・機能強化に必要と
なる自家発電設備の導入を支援します。
また、災害時に円滑な対応ができるよう、住民拠点SS等における自家発電設備
の稼働訓練、自衛隊や自治体等と連携した災害対応車両への給油訓練等の
実地訓練及び自家発電設備の点検研修等を実施します。

（２）SS等における災害対応能力強化に係る設備導入支援

災害時に備えたSSにおけるガソリン、軽油等の石油製品の十分な在庫量を確保
するための地下タンクの入換・大型化の支援等を実施します。また、津波被害
地域等における燃料供給の早期再開を目的とした災害時専用臨時設置給油
設備の導入を支援します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国
民間
団体等

補助
（定額（10/10）） 揮発油

販売業者等

補助
（10/10,3/4,2/3,
1/2,1/4）

（１）災害時に燃料供給拠点となる「住民拠点SS」の整備の推進

平成30年北海道胆振東部地震や令和元年台風第15号の際に
自家発電設備を稼働させて給油を続けたSS

内殻

外殻

検知層

災害対応能力強化のための研修・訓練

自衛隊を交えた石油組合と地元自治体
の総合防災訓練

石油組合における災害時対応研修・実地
訓練、パトカーへの緊急給油訓練

災害時の石油製品の
安定供給体制を構築

災害時専用臨時設置給油設備の整備

（２）SS等における災害対応能力強化に係る設備導入支援

地下タンクの入替・大型化

鋼製一重殻タンクの撤去及び
大型二重殻タンクの設置 14



次世代燃料供給体制構築支援事業費
令和2年度予算額 6.0億円（5.0億円）

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

成果目標
 SSの効率的運営に寄与すべく、多様な供給手法の実現やIoT機器
の活用などを通じ、過疎化・人手不足等の課題を克服する新たな燃
料供給体制のモデルを構築することを目指します。

事業目的・概要

過疎化・人手不足などの構造変化に対応し、地域の燃料供給拠点
の効率的運営・次世代化を図るため、以下の事業を実施します。

（1）次世代燃料供給体制確立に向けた技術開発・実証
過疎化・人手不足等の課題克服に向け、新たな燃料供給体制の確
立やビジネスモデルを構築するため、AI・IoT等の新たな技術も活用し
つつ、保安規制の見直しも視野に入れて、新たな技術の開発・実証
事業を行います。

（2）地域における次世代燃料供給体制確立に向けた取組の推進
SS（サービスステーション）過疎地（※）等におけるSSの地域コミュニ
ティインフラ化等による燃料供給拠点確保に向けて、上記の新たな技
術やモデルの活用も含め、自治体を中心として、地元事業者・住民な
ど地域一体となったSS過疎地対策計画策定の取組、計画に基づく事
業の推進を支援します。また、燃料供給の担い手確保の取組を支援
します。 （※）SS過疎地：市町村内のSS数が3カ所以下の地域

国
民間
団体等

補助(1)(2)
（定額(10/10)） 揮発油

販売業者等

補助(1)(2)
（10/10）

（1）次世代燃料供給体制確立に向けた技術開発・実証

＜具体例＞

新たな燃料供給体制・ビジネスモデルの構築に向けて、 AI、IoT等の新たな技術
も活用しつつ、保安規制の見直しも視野に入れて、技術開発・実証事業を実施

過疎地等におけるインフラ維持コストの
低減に向けた移動式給油の実証

人手不足の克服に向けた画像認識・セン
サー・AI技術等の技術開発

（2）地域における次世代燃料供給体制確立に向けた取組の推進

４段階の
プロセス

関係者
で協議
（協議会

設置も有効）

市町村毎
の対応策
を検討

ＳＳ過疎地
対策計画の
策定

課題認識・検討
プロセスの強化

自治体等によるSS過疎地対策計画の策定、計画に基づく事業の推進等を支援

＜SS過疎地対策検討・調査等＞

ＳＳ過疎地
対策計画に
基づく事業
の推進

資源エネルギー庁 資源・燃料部
石油流通課 03-3501-1320
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お問合せ先：

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 

地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業

支援対象

間接補助事業（補助率１／２、２／３、３／４）

地域防災計画又は地方公共団体との協定により災害時に避難施設等と

して位置づけられた公共施設又は民間施設に、再生可能エネルギー設備

等の導入を支援し、平時の温室効果ガス排出抑制に加え、災害時にもエ

ネルギー供給等の機能発揮を可能とする。

① 公共施設（避難施設、防災拠点等）に防災・減災に資する再生可能

エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備及びコジェネレーショ

ンシステム並びにそれらの附帯設備（蓄電池、自営線等）等を導入

する事業

② 民間施設（避難施設、物資供給拠点等）に防災・減災に資する再生

可能エネルギー設備、未利用エネルギー活用設備、コージェネレー

ションシステム及び蓄電池等を導入する事業

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（平成30年12月閣議決定）に基づき、平時の温室効果ガス排出

を抑制すると同時に、災害時の避難施設等へのエネルギー供給等の機能発揮が可能な再生可能エネルギー設備等を整

備する緊急対策を実施し、災害に強い地域づくりを推進する。

災害時にも避難施設等へのエネルギー供給が可能な再生可能エネルギー設備等の導入を支援します。

【令和２年度予算 11,600百万円（3,400百万円）】

地方公共団体、民間事業者・団体等

平成30年度～令和２年度

環境省大臣官房環境計画課 電話：03-5521-8233 環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話：03-5521-8355

■補助対象

高効率空調コジェネ
レーション

蓄エネ再エネ

公共施設（避難施設、防災拠点）
民間施設（避難施設、物資供給拠点等）

災害時にも活用できる再エネ設備等

16



 わが国では、少子高齢化、人口減少、ＩＣＴの進展など社会環境が変化していく中で、あまねく全国存在する郵便局は、「国民
生活の安心安全の拠点」として期待される役割は高まっている。

 今後、郵便局の強みを生かしつつ、ＩＣＴを活用するなどした郵便局と地方自治体等の連携が有効な分野及び住民サービス等
の調査、関係者の役割分担や継続するための課題等の整理を通じて、モデルケースを創出し、その成果を、全国の郵便局、
地方自治体等へ普及展開する。

郵便局活性化推進事業（郵便局×地方自治体等×ＩＣＴ）

あまねく全国に存在する郵便局と地方自治体等の連携により、地域の諸課題解決や利用者利便の向上を推進
するための実証を行い、モデル事業として全国に普及展開する。

様々な連携の可能性の調査

（連携のイメージ）

○新潟県 津南町
買い物サービス支援

○静岡県 藤枝市
農家の農作物配送支援

（参考） 令和元年度事業実施地域

行政サービス
の補完

暮らしの安心
・安全のサポート

住民生活の
サポート

まちづくりの
サポート

郵便局と自治体等の連携拡大

（計画年数：令和元年度～令和３年度）

【調査項目】
・連携の効果、望ましいコスト負担、役割分担
・ ICTや外部人材等の効率的な活用方法 等

最適な連携のあり方をメニュー化し、全国に展開

※シンクタンクによる調査研究として実施

○岩手県 遠野市
ICTを活用したみまもりサービス
及び観光情報等の発信

【Ｒ２当初予算：0.2億円（Ｒ１予算額：0.2億円）】

お問合せ先：総務省情報流通行政局郵政行政部企画課 電話：03-5253-5964
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